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支部長 坂口 敏彦 

田中  豊 

三上  泉 

並河 愛子 

酒井安紀子 

（請願の要旨） 

建設アスベスト問題の早期解決を求める意見書を政府

に出していただくこと。 

 

（請願の理由） 

アスベストを大量に使用したことによるアスベスト（石

綿）被害は、多くの労働者、国民に広がっています。現在

でも、建物の改修・解体に伴いアスベストの飛散は起こり、

労働者や住民に被害が広がる現在進行形の公害です。東日

本大震災で発生した大量の瓦礫処理についても被害の拡

大が心配されています。 

欧米諸国で製造業の従事者に多くの被害が出ているの

に比べ、日本では、建設業就業者に最大の被害者が生まれ

ていることが特徴です。その原因として、国が建築基準法

などで不燃・耐火工法としてアスベストの使用をすすめた

ことにより、アスベストの多くが建設資材などを通じて建

設現場で使用されてきたことが挙げられます。 

特に、建設業では、現場作業者の多くが重層下請構造や

多くの現場に従事することから、労災認定にも困難が伴

い、多くの製造業で支給されている企業独自の上乗せ補償

もありません。国は石綿被害者救済法を成立させました

が、極めて不十分なもので、成立後一貫して抜本改正が求

められています。 

２０１２年１２月５日の首都圏建設アスベスト訴訟の

東京地裁判決、２０１４年１１月７日の九州建設アスベス

ト訴訟の福岡地裁判決、２０１６年１月２２日の関西建設

アスベスト訴訟の大阪地裁判決、２０１６年１月２９日の

関西建設アスベスト京都地裁判決は、いずれも国の責任を

認めました。さらに京都地裁判決では、建材企業９社の共

同不法行為（警告表示義務違反）を認めました。また、国

との関係で「一人親方」についても労働安全衛生法の保護

対象に含まれないとして救済を拒否したものの、「立法府

の責任を問うことにより解決されるべきもの」と述べてい

環境厚生 

常任委員会 



ます。 

司法の場での結論を問わず、被害者の苦しみは変わりま

せん。建設アスベスト被害者と遺族が生活できる救済の実

施と、アスベスト被害の拡大を根絶する対策を直ちにとっ

て、アスベスト問題を早期に解決するために、貴議会が以

上の趣旨に基づき国に対して意見書を提出していただけ

るよう請願いたします。 

 

地方自治法第１２４条の規定により、上記のとおり請願

書を提出します。 

 


